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① 運営指導での指摘事項はどのようなものがあるか

これまでに実施した介護医療院への運営指導における指摘事項のうち、主な

ものを下表に示しました。また、他のサービスでも指摘の多い項目についても

掲載しています。参考にされてください。

○運営基準に関すること

指摘事項 指導内容

【
入
退
所
】

入所者が退所して、居宅における生活が
できるかどうかについて、検討しているこ
とが確認できなかった。

入所者について、その病状及び身体の
状態に照らし、退所して居宅において生
活できるかどうかについて、医師、薬剤
師、看護・介護職員、介護支援専門員等の
従業者の間で協議のうえ、定期的に検討
し、その内容等を記録すること。

【
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
記
録
】

入所に際し、入所の年月日並びに入所し
ている介護保険施設の種類及び名称を被
保険者証に記載していない事例がある。

入所者の入所に際しては入所の年月日
並びに入所している介護保険施設の種類
及び名称を、また、退所に際しては退所の
年月日を、被保険者証に記載すること。

【
介
護
医
療
院
サ
ー
ビ
ス
の
取
扱
方
針
】

身体的拘束等の適正化のための指針に
おいて、指針に盛り込むべき項目が不足し
ている。

身体的拘束等の適正化のための指針に
は、以下の項目を漏れなく盛り込むこと。

①施設における身体的拘束等の適正化に
関する基本的考え方
②身体的拘束適正化検討委員会その他施
設内の組織に関する事項
③身体的拘束等の適正化のための職員研
修に関する基本方針
④施設内で発生した身体的拘束等の報告
方法等のための方策に関する基本方針
⑤身体的拘束等発生時の対応に関する基
本方針
⑥入所者等に対する当該指針の閲覧に関
する基本方針
⑦その他身体的拘束等の適正化の推進の
ために必要な基本方針

※下線については、他サービスでも不足しやす
い項目です。ご注意ください。
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【
虐
待
の
防
止
】

虐待の防止のための指針について、指
針に盛り込むべき項目が不足している。

虐待の防止のための指針には以下の項
目について漏れなく盛り込むこと。

①施設における虐待の防止に関する基本
的考え方
②虐待防止検討委員会その他施設内の組
織に関する事項
③虐待の防止のための職員研修に関する
基本方針
④虐待等が発生した場合の対応方法に関
する基本方針
⑤虐待等が発生した場合の相談・報告体
制に関する事項
⑥成年後見制度の利用支援に関する事項
⑦虐待等に係る苦情解決方法に関する事
項
⑧入所者等に対する当該指針の閲覧に関
する事項
⑨その他虐待の防止の推進のために必要
な事項

※下線については、他サービスでも不足しやす
い項目です。ご注意ください。

【
虐
待
の
防
止
】

虐待の防止のための対策を検討する委
員会（以下｢虐待防止検討委員会｣とい
う。）について、構成メンバーの責任及び
役割が明確になっていない。

虐待防止検討委員会の構成メンバーの
役割や責務について、明確にすること。
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○施設サービス計画に関すること

○報酬・加算に関すること

指摘事項 指導内容

【
施
設
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
作
成
】

入所者の解決すべき課題の把握（以下
「アセスメント」という。）の実施記録
が確認できない。

計画担当介護支援専門員は、アセスメ
ントを行うに当たっては、入所者及びそ
の家族に面接して行い、その結果につい
て記録をすること。
この場合において、計画担当介護支援

専門員は、面接の趣旨を入所者及びその
家族に対して十分に説明し、理解を得な
ければならないことに留意すること。

【
施
設
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
作
成
】

4月に作成された施設サービス計画に
ついて、入所者の同意及び交付をしてい
ない事例があった。
確認したところ、同意及び交付を失念

していたことに気づき、同年9月に同意
及び交付をおこなっていた。

計画担当介護支援専門員は、援助
の目標達成のための内容の明確化と
介護給付の適正化の観点から、施設
サービス計画について介護医療院サ
ービス提供開始前に、入所者又はそ
の家族に対し説明し、文書により入
所者の同意を得た上で、遅滞なく入
所者に交付すること。

【
施
設
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
作
成
】

施設サービス計画の長期目標及び
短期目標が認定の有効期間を超えた
期間で設定されており、要介護更新
認定を受けた際に施設サービス計画
の変更の必要性の検討及び施設サー
ビス計画の作成がされていない。

要介護更新認定及び要介護状態区
分の変更の認定を受けた際には、サ
ービス担当者会議の開催等により施
設サービス計画の変更の必要性につ
いて検討すること。
なお、長期期間及び短期目標の設

定においては認定の有効期間を考慮
した期間とすること。

【
初
期
加
算
】

月途中に入所した入所者について、初
期加算を算定していたが、入所から31日
の期間において本加算を算定していた。

本加算は入所した日から起算して30日
以内の期間について算定されるものであ
ることから、超過した部分については過
誤調整により自主返還すること。
また、他に同様の事例がないか自主点

検し、同様の事例があった場合は所定の
措置を講ずること。
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② 変更許可申請と変更届の取扱いについて【医療院】

介護医療院における以下の事項については、変更の届出によらず、変更の許可

を受ける必要があります。

変更許可を要する事項

・敷地の面積及び平面図の変更
・建物の構造概要及び平面図の変更（各室の用途を含む。）
・施設及び構造設備の概要の変更
・施設の共用の有無及び共用の場合の利用計画の変更
・運営規程の変更
※従業者の職種、員数及び職務内容並びに入所定員の増加に係る部分に限る。
※入所定員又は療養室の定員数を減少させようとするときは含まない。

・協力医療機関の変更
その他の変更については、他サービスと同様、届出（変更届出書）を行うこと

となります。以下の【表１】【表２】及び、届出方法については≪共通編≫８頁

も参考にしてください。

【表１】許可事項変更申請と変更届出書の違い（介護医療院の場合）

許可事項変更申請 変更届出書

提出様式
各申請書（様式第一号（九～十一） 変更届出書（様式第一号(五)）

※様式及び添付書類については下関市ホームページにて確認してください。

提出時期

変更前１箇月～２週間を目途

※急な従業者の員数の変更など、上記
によりがたい事情が生じた場合は、
別途ご相談ください。

※工事を伴うものなどについては、着
工前にご相談いただき、十分協議し
てください（変更許可申請は、工事
そのものに対してではなく、工事終
了後の状態で使用することに対し
て許可を受けるものです。）。

※現地確認を行う場合があります。

算定体制の変更以外
→変更後 10日以内

算定体制の変更
・医療院・（介護予防）短期療養
→届出が受理された日が属する月の翌
月（月の初日の場合はその月※）から
算定開始。
※国保連へのデータ送信の都合上、月
の初日に提出する場合は、事前にご
一報ください。

・（介護予防）通所リハ
→届出が 15 日以前に提出された場合は
翌月から、16 日以降に提出された場
合は翌々月から算定開始。

市からの通
知 許可通知 なし

手数料

建物のく体に影響を及ぼす構造設備
の変更を伴うもの
→33,000 円 なし

上記以外 →なし
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【表２】介護医療院開設許可事項変更申請書又は変更届出書の提出が必要な事項

※管理者の変更については事前に管理者承認申請書（様式第一号（十））の提出が必要。

介護医療院
短期入所
療養介護

通所リハビリ
テーション

介護医療院開設許

可事項変更申請書
変更届出書 変更届出書 変更届出書

施設（事業所）の名称 ○ ○ ○
施設（事業所）の所在地 ○ ○ ○
開設者（申請者）の名称 ○ ○ ○
開設者（申請者）の主た
る事務所の所在地

○ ○ ○

代表者の氏名、住所又は
職名

○ ○ ○

登記事項証明書、条例等
（当該事業に関するも
の）

○ ○ ○

事業所の種別（医療院
等）

○ ○

敷地の面積及び平面図 ○
併設施設の概要 ○
建物の構造概要 ○ ○
建物（事業所）の平面図
（各室の用途を含む）

○ ○ ○

施設及び構造設備（設
備）の概要

○ ○ ○

施設の共用の有無又は
共用の場合の利用計画

○

入所者の定員 ○
管理者の氏名及び住所 ○※ ○ ○
運営規程（従業者の職
種、員数、職務内容、及
び入所定員の増加に係
る部分）

○ ○ ○

運営規程（上記以外） ○ ○ ○
協力医療機関の変更 ○
協力医療機関の名称等
（上記以外）

○

介護給付費の請求に関す
る事項

○ ○ ○

介護支援専門員の氏名
等

○
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③ 開催等が必要な委員会・研修等について

介護医療院では、従前より、適切な施設サービスを提供するために、各種指

針の整備、委員会の設置、研修の実施等が義務づけられています。

〇開催等が必要な委員会等及び頻度

施設におかれましては、開催が必要な委員会、実施すべき研修・訓練やその

頻度につきまして、今一度確認していただき、適切に行うこととしてくださ

い。

※身体拘束、業務継続計画、事故防止並びに虐待防止措置については、基準を

満たさない場合は、減算となりますのでご留意ください。

委員会 指針・計画 研修 訓練

身体拘束適正化 3月に1回以上※2，3 指針整備
年2回以上及び
新規採用時

―

業務継続計画※1
（BCP）

―
業務継続計画作成
(災害・感染症)

年2回以上及び
新規採用時※4

年2回以上※5

感染対策
3月に1回以上※2，3
及び感染が流行する
時期は必要に応じて

指針整備
年2回以上及び
新規採用時

年2回以上※1

事故防止
定期的※2，3
(指針等に定める頻度)

指針整備
年2回以上及び
新規採用時

―

虐待防止※1
定期的※2,3
(指針等に定める頻度)

指針整備
年2回以上及び
新規採用時

―

※１　令和6年4月1日から義務化。

※２　関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、
一体的に設置・運営して差し支えない。

※３　テレビ電話装置等を活用して行うことができる。

※４　感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症対策の研修と一体的に実施して差し支えな
い。

※５　感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症対策の訓練と一体的に実施して差し支えな
い。また、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施して差し
支えない。
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④ 協力医療機関と関連する加算について

令和６年度介護報酬改定において、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた

場合に、協力医療機関との連携の下でより適切な対応を行う体制を確保する観

点から、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実

効性のある連携体制を構築することや、新興感染症発生時における対応につい

て規定されました。

なお、協力医療機関との連携について、毎年７月末を目途に「協力医療機関

に関する届出書（別紙１）」の提出が必要となります。詳しくは≪共通編≫

２１頁をご確認ください。

※1 令和 9年 3月 31日までは努力義務。
※2 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 114
号）第 6条第 17項に規定する指定医療機関のこと。
※3 同法律第 6条第 7項に規定する｢新型インフルエンザ等感染症｣、同条第 8に規定す
る｢指定感染症｣又は同条第 9項に規定する｢新感染症｣をいう。

①次の要件を満たす協力医療機関を定めること。※1
(1)入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常
時確保していること。

(2)当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保し
ていること。

(3)入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又は協力医療機関その
他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として

受け入れる体制を確保していること。

②１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応

を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について下関市に届け出ること。

③介護医療院は、第二種協定指定医療機関※2との間で、新興感染症※3の発生時等の
対応を取り決めるよう努めなければならない。

④介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該

第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。

⑤利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合に

おいては、速やかに再入居させることができるように努めること。

【条例第 34 条（抜粋）】
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１．協力医療機関連携加算 【新設】

協力医療機関との間で、入所者の同意を得て、当該入所者の病歴等の情報を

共有する会議を定期的に開催している場合に算定

ア．協力医療機関が、前頁掲載の①(1)～(3)の
要件満たしている場合 50 単位

（令和 7年 3月 31日までの間は 100 単位）
イ．ア．以外の場合 5単位

２．高齢者施設等感染対策向上加算 【新設】

ア．高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 10 単位/月

イ．高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） 5単位/月

３．新興感染症等施設療養費 【新設】

入所者が厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、診療、

入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に

対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場合に、

１月に１回、連続する５日を限度として算定

※現時点において指定されている感染症はない。

新興感染症等施設療養費 240 単位/日

(1)第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の
対応を行う体制を確保していること。

(2)前頁①の協力医療機関その他医療機関との間で、新興感染症
以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるととも
に、感染症の発生時等に協力医療機関その他医療機関と連携し
適切に対応していること。

(3)診療報酬における｢感染対策向上加算｣又は｢外来感染対策向
上加算｣に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的
に行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参
加していること。

イ．高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）
(1)診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療
機関から、３年に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感
染制御等に係る実地指導を受けていること。

ア．高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）
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４．関連する質問

Ｑ１ 《協力医療機関》

７頁に｢在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等｣として、

在宅療養支援病院や、地域包括ケア病棟（200 床未満）を持つ医療機関等が挙げられて

いるが、当該基準の届出を行う医療機関をどのように把握すればよいか。

【Q＆A Ｒ6.3.15】

Ａ１ 診療報酬における施設基準の届出受理状況については、地方厚生局のホームページ

に掲載されているので参考としてください。

なお、山口県内については、中国四国厚生局のホームページをご覧ください。他の地域

について等詳しくは、｢令和 6年 3月 15 日令和 6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａvol.1｣

問 124 をご参照ください。

Ｑ２ 《協力医療機関》

｢入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保してい

ること｣とあるが、入所者の急変時には必ず協力医療機関に搬送しなければならないの

か。 【Q＆A Ｒ6.3.15】

Ａ２ 入所者の急変時等に必ず協力医療機関に搬送しなければならないということではな

く、状況に応じて救急車を呼ぶなど、臨機応変に対応ください。

Ｑ３ 《協力医療機関連携加算》

基準省令に規定する要件全てを満たす医療機関を、協力医療機関として複数定める

場合、協力医療機関連携加算の算定にあたっての定期的な会議は、当該医療機関のう

ち１つの医療機関と行うことで差し支えないか。 【Q＆A Ｒ6.3.19】

Ａ３ 差し支えありません。

Ｑ４ 《協力医療機関連携加算》

入居者は毎月２回診療を行っており詳細なデータや情報は入手できているが、医師

との診療情報を議事録として記録し、定期的な会議の実施とすることはできないか？

Ａ４ 会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが

可能な機器をいう。）を活用して行うことも可能とされていますが、診療情報の記録のみ

では不十分であると考えます。
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会議については、入所者の急変時等に備えた関係者間の平時からの連携を強化するた

め、入所者の病歴等の情報共有や急変時等における対応の確認等を行ってください。

Ｑ５ 《協力医療機関連携加算》

協力医療機関連携加算について、「入所者の同意を得て、当該入所者の病歴等の情

報を共有する会議を定期的に開催している場合」とあるが、病歴等の情報を協力医療

医療機関と共有することに同意が得られない者に対して算定できるか。

【Q＆A Ｒ6.6.7】

Ａ５ 協力医療機関連携加算は、高齢者施設等と協力医療機関との実効性のある連携体制

を構築することを目的とした体制加算であり、入所者全員について算定されるものです。

なお、協力医療機関に対して病歴等の情報を共有することについて同意が得られない入

所者であっても、当該入所者の急変時等において協力医療機関による診療等が受けられる

よう取り組むことが必要です。

Ｑ６ 《新興感染症等施設療養費》

施設等の入所者等が新型コロナウイルス感染症や季節性インフルエンザ等に感染し

施設等内において療養を行う場合、新興感染症等施設療養費を算定できるか。

【Q＆A Ｒ7.1.22】

Ａ６ 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び

特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年３月８日老企第 40 号）

のとおり、「対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生

労働大臣が指定する」こととしており、令和６年４月以降指定されている感染症はありま

せん。そのため、今後対象となる感染症を新たに指定しない限りは、新興感染症等施設療

養費を算定することはできません。

Ｑ７ 《高齢者施設等感染対策向上加算》

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)と（Ⅱ）の併用算定が可能か。

Ａ７ 高齢者施設等感染対策向上加算については、（Ⅰ）、(Ⅱ)両方の算定が可能で

す。

（Ⅰ）が高齢者施設等で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関と

の連携の上で施設内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止
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することを評価する加算であることに対し、（Ⅱ）は、感染対策に係る一定の要件を満

たす医療機関から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指導を受ける

ことを評価する加算であることから、それぞれの要件を満たす場合、（Ⅰ）、（Ⅱ）両方

の算定が可能です。

なお、「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」にかかる「高齢者施設等感染対策

向上加算に係る届出書」（別紙 35）の備考３に、「高齢者施設等感染対策向上加算

（Ⅰ）及び（Ⅱ）は併算定が可能である。」旨の記載があります。
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⑤ リスクマネジメントの強化について

１．安全管理体制未実施減算について

施設における事故発生の防止と発生時の適切な対応（リスクマネジメント）

を推進する観点から、安全対策担当者を定めることを義務づけるとともに、事

故発生の防止等のための措置が講じられていない場合に、安全管理体制未実施

減算として５単位／日減算されます。

安全管理体制未実施減算は、以下の基準を満たさない事実が生じた場合に、

その翌月から基準を満たさない状況が解消されるに至った月まで、入所者全員

について適用されます。

≪介護医療院基準第40条第１項（概略）≫

□事故発生の防止のための指針を整備すること（第１号）。

□事故が発生した場合等に、当該事実の報告及びその分析を通じた改善策を

従業者に周知徹底する体制を整備すること（第２号）。

□事故発生の防止のための委員会を定期的に開催すること（第３号）。

□事故発生の防止のための従業者に対する研修を定期的に実施すること（第３号）。

□事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者を置くこと（第４号）。

※委員会や研修の頻度等については、≪個別編≫６頁をご確認ください。

２．安全対策体制加算について

組織的な安全対策体制の整備を評価するものとして、下記要件を満たす場合

に安全対策体制加算 20 単位を算定できます。

≪安全対策体制加算の算定要件≫

①介護医療院基準条例第40条第１項に規定する基準に適合していること。

②介護医療院基準条例第40条第1項第4号に規定する担当者が安全対策に係る外

部研修を受けていること。

③当該施設内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備さ

れていること。
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３．関連する質問

Q１ 安全対策体制加算について、安全対策担当者が安全対策に係る外部における

研修を受けていることが要件となっているが、どのような研修を想定しているか。

A1 外部の研修としては、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発生時

の対応、施設のマネジメント等の内容を含むものであり、関係団体（公益社団法人全国

老人福祉施設協議会、公益社団法人全国老人保健施設協会、一般社団法人日本慢性期医

療協会等）が開催する研修を想定している。 【Q＆A Ｒ3.3.23】

Q２ 安全対策体制加算における必要な外部研修とは具体的にどういったものか。

A2 関係団体等が開催する研修であれば具体的な研修の指定はないため、留意事項通知

のとおり、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発生時の対応、施設のマネ

ジメント等の内容を含むものであれば、算定要件を満たすと考えます。

なお、修了証等のみでは、その研修が加算要件に合致する研修であるか判断が付きま

せんので、当該研修内容等が分かるように資料や記録等を残しておくようにしてくださ

い。

Q３ 安全対策体制加算は、算定要件を満たす施設がサービス提供を行う場合に、

入所者につき入所初日に限り算定できるところ、施設が算定要件を満たすに至っ

た場合に、既に入所している入所者に対して算定することは可能か。

A３ 安全対策体制加算の算定要件を満たしている状態で新たに入所者を受け入れる

場合に、入所時に限り算定するものであるため、算定要件を満たした後に新規で受け入

れた入所者に対してのみ算定可能である。 【Q＆A Ｒ3.3.23】

Q４ 現在、安全対策体制加算を算定中であるが、今後、現安全対策担当者の退職等

により、安全対策に係る外部の研修を受講した者が一時的に不在になる場合、当

該算定について研修受講の猶予期間等の規定はあるか。

A４ 当該加算は、事故発生の防止のための指針の作成・委員会の開催・従業者に対す

る研修の実施及びこれらを適切に実施するための担当者の配置を備えた体制に加えて、

当該担当者が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全対策を実施する体制を

備えている場合に評価を行うものですが、現在、当該担当者の安全対策に係る外部研修
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の受講について、研修を受講予定であれば研修を受講した者とみなす等の措置は設けら

れておりません。

よって、新たに選定された担当者が、安全対策に係る外部研修を受講するまでの間

は、当該加算の算定はできません。

なお、外部研修の受講の有無にかかわらず、安全対策担当者を置かない期間が生じた

場合は、安全管理体制未実施減算の適用となるのでご留意ください。
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⑥ 身体的拘束等の適正化について（身体拘束廃止未実施減算）

身体的拘束等については、身体的拘束等の適正化を図る観点から、下記のと

おり具体的な措置が示されているところです。

１ 緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

２ 身体的拘束等を行う場合は記録を残す

・態様及び時間

・利用者の心身の状況

・緊急やむを得ない理由

３ 身体的拘束等の適正化

Ⅰ 委員会を３月に１回以上開催し周知徹底

Ⅱ 指針を整備

Ⅲ 研修を定期的に実施

上記について、留意いただきたい点は次のとおりです。

「１ 緊急やむを得ない場合」

「切迫性」「非代替性」「一時性」の３つの要件を満たすことについて、

組織等として要件の確認等手続きを極めて慎重に行う必要があります。ま

た当該判断について、具体的な内容を記録する必要もあります。

「２ 身体的拘束等を行う場合の記録」

身体的拘束等を実施する場合には、上記内容について日々の記録が必要

です。なお、基本的には実施についての記録ですので、「どういった身体

拘束を（態様）」「いつの何時から何時まで（時間）」「どういった理由（実

施中の入所者の心身の状況と緊急やむを得ない理由）」で実施するのかを

記録します。

なお、理由として「不穏のため」とのみ記録するのでは不十分です。不

穏でどういった行動を取るために身体的拘束等を実施しなければならない

ことが分かるように記録してください。



令和７年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》１３

（介護医療院、短期入所療養介護（老健以外）、

介護予防短期入所療養介護（老健以外））

16

「３ 身体的拘束等の適正化」

Ⅰ 委員会を３月に１回以上開催し周知徹底

「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」の開催

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会。

・幅広い職種（施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職

員、生活相談員等）により構成し、構成メンバーの責務及び役割分担

を明確にし、対応策を担当する者を決めておく。

・委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ましい。

・第三者や専門家を活用することが望ましい。（精神科専門医等）

※施設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであ

り、懲罰を目的としたものではないことを留意すること。

※身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うこ

ともできる。

Ⅱ 指針を整備

指針に盛り込むべき項目は以下のとおりです。

イ 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項

ハ 身体的拘束等適正化のための職員研修に関する基本方針

ニ 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する

基本方針

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針

へ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

Ⅲ 研修を定期的に実施

・身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該指定特定施設における指針に基づき、適正化を徹底。

・指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以

上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘束等の適正化

の研修を実施することが重要。

・研修の実施内容について、記録すること。
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身体拘束廃止未実施減算について

この減算は、施設において身体拘束等が行われていた場合ではなく、１５

～１６頁の２，３の措置を（どれかひとつでも）講じていない場合に、入

所者全員について所定単位数から減算することとなります。

※(介護予防)短期入所療養介護においても、令和７年４月１日からは要件を満たしていな

い場合には減算となりましたのでご注意ください。

２，３の措置を講じていな

い事実が生じた場合
速やかに改善計画を市長へ提出

事実が生じた月から３月後 改善計画に基づく改善状況を市長へ報告

事実が生じた月の翌月から

改善が認められた月まで

入居者全員について所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数から減算
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⑦ 個別感染症対策マニュアル等の作成について

新型コロナウイルス感染症に限らず、介護現場で必要な感染症の知識や対応

方法などをまとめた個別感染症対策マニュアル等を作成いただいておりますが、

運営指導時に項目が不足していることで指導する場合がありますので、「介護現

場における感染対策の手引き」を参考にしていただき、特に、新型コロナウイル

ス感染症対策、インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ

症対策等については、個別感染症対策マニュアル等により、適切な措置を講じる

こととしてください。また、その他感染症についても、必要に応じて個別感染症

対策マニュアル等を作成してください。

施設におかれましては、当該手引き等を参考に取り組み、施設内の衛生管理及

び感染症の発生・まん延防止に努めていただきますようお願いします。

〇介護現場における感染対策の手引き

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001149870.pdf

〇介護職員のための感染対策マニュアル（施設系）

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001199341.pdf
※手引きの内容を概略したものです。

≪手引きに個別感染症対策が掲載されている感染症≫

・新型コロナウイルス感染症 ・ウイルス性肝炎

・インフルエンザ ・薬剤耐性菌感染症

・感染性胃腸炎 ・帯状疱疹

・結核 ・アタマジラミ

・腸管出血性大腸菌 ・偽膜性大腸炎

・レジオネラ症 ・蜂窩織炎（ほうかしきえん）

・疥癬（かいせん） ・尿路感染症

・誤嚥性肺炎
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⑧ 養介護施設従事者等による高齢者虐待について

近年、養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報件数が全国的に増

加傾向にあり、本市においても、高齢者虐待と疑われる通報を受け、監査（立

入検査）を実施した事例が発生しています。

以下の数値等は全国での集計件数であり、社会福祉法人東北福祉会 認知症

介護研究・研修仙台センターが作成した資料を引用して掲載しています。

出典：「高齢者虐待の実態把握等のための調査研究事業 報告書」

※社会福祉法人東北福祉会 認知症介護研究・研修仙台センターホームページより抜粋

１ 「養介護施設従事者等」の定義

「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者

２ 高齢者虐待の相談・通報件数 ※市区町村が受理した件数。

※R5相談・通報 3,441 件中、事実確認調査を行った事例は 3,025 件。

３ 虐待判断事例数

※R5虐待判断事例 1,123 件中、1,114 件以外は、都道府県が相談・通報を受け付けたもの。

※R5虐待判断事例 1,123 件中、被虐待者が特定できた事例は 1,049 件、判明した被虐待者は 2,335 人。

４ 施設等の種別

H18 R1 R2 R3 R4 R5

養介護施設従事者等 273 件 2,267 件 2,097 件 2,390 件 2,795 件 3,441 件

養護者 18,390 件 34,057 件 35,774 件 36,378 件 38,291 件 40,386 件

H18 R1 R2 R3 R4 R5

養介護施設従事者等 54 件 644 件 595 件 739 件 856 件 1,123 件

養護者 12,569 件 16,928 件 17,281 件 16,426 件 16,669 件 17,100 件

特別養護老人

ホーム

介護老人

保健施設

介護療養型医療

施設・介護医療

院

認知症対応型

共同生活介護

小規模多機能型

居宅介護等

件数 926 件 284 件 14 件 425 件 81 件

割合 26.7% 8.2% 0.4% 12.3% 2.3%

(住宅型)有料

老人ホーム

(介護付き)有料

老人ホーム

軽費

老人ホーム

養護

老人ホーム
短期入所施設

件数 689 件 386 件 24 件 39 件 170 件

割合 19.9% 11.1% 0.7% 1.1% 4.9%

訪問介護等 通所介護等 居宅介護支援等 その他 合計

件数 104 件 180 件 23 件 121 件 3,466 件

割合 3.0% 5.2% 0.7% 3.5% 100%

※業務に従事する者とは、直接介護サービスを提供しない者（施設長、事務職員等）や、介護

職以外で直接高齢者に関わる他の職種も含む（高齢者虐待防止法第２条）。
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５ 虐待類型の組み合わせ

６ 被虐待者の基本属性 ※上記被虐待者 1,406 人分に係るもの。
●性 別 男性：27.3%，女性：71.6%，不明：1.1%
●年 齢 65歳未満障害者：2.1%，65-69 歳：2.8%，70-74 歳：6.5%

75—79 歳：9.4%，80-84 歳：15.6%，85-89 歳：21.3%，90-94 歳：21.9%
95-99 歳：9.9%，100 歳以上：2.2%，不明：8.2%

●要介護度 要介護 2以下：21.6%，要介護 3：22.6%，要介護 4：28.2%
要介護 5：18.9%，不明：8.7%

●認 知 症 もっとも多いのは自立度Ⅲ：27.2%
認知症の有無が不明な場合を除くと、92.2%が自立度Ⅱ以上。

７ 虐待者の基本属性

●職名・職種

介護職員：82.8%（うち、介護福祉士 29.8%、介護福祉士以外 23.4%、資格不明 46.8%）
看護職：5.6%，管理職：3.3%，施設長：3.4%，経営者・開設者：1.3%
その他・不明：3.5%

●性 別（括弧内は介護従事者全体における割合）

男性：54.5%（23.0%），女性：44.5%（73.9%），不明：1.0%（3.0%）
●年 齢（不明を除く。括弧内は介護従事者全般における割合）

〔男性〕30 歳未満：17.9%（10.4%），30-39 歳：25.2%（28.5%）
40-49 歳：25.2%（33.9%），50 歳以上：31.8%（27.2%）

〔女性〕30 歳未満：10.4%（5.2%），30-39 歳：12.4%（14.1%）
40-49 歳：17.8%（27.4%），50 歳以上：59.4%（53.2%）

８ 虐待の発生要因（複数回答形式）

身体的虐待（単独） 介護等放棄（単独） 心理的虐待（単独） 性的虐待（単独） 経済的虐待（単独）

人数 901 人 328 人 303 人 41 人 367 人

割合 38.6% 14.0% 13.0% 1.8% 15.7%

身体的虐待＋心理的虐待 介護等放棄＋心理的虐待 身体的虐待＋介護等放棄 その他の組み合わせ・３種類以上 合計

人数 187 人 32 人 70 人 106 人 2,335 人

割合 8.0% 1.4% 3.0% 4.5% 100%

教育・知識・介護技術等に関する問題 57.2%

職員のストレスや感情コントロールの問題 22.7%

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ、管理体制等 24.7%

倫理観や理念の欠如 17.2%

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 10.2%

虐待を行った職員の性格や資質の問題 13.0%

その他 1.3%
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９ 高齢者虐待の防止のために

●組織におけるストレスマネジメント

●通報義務についての正しい理解

●身体拘束についての正しい理解
・身体拘束に該当する行為について

・身体拘束の弊害について

・「緊急やむを得ない場合」について

・「緊急やむを得ない場合」に身体拘束を行う際の手続きについて

※特定された被虐待者 2,335 人のうち、虐待行為に身体的虐待が含まれる人数が

1,198 人（51.3%）。そのうち虐待に該当する身体拘束を受けた者が 598 人

（25.6%）。

●研修の実施と苦情処理体制の整備

※ストレスマネジメントについては、厚生労働省ホームページもご参照ください。

厚生労働省ホームページ トップページ（https://www.mhlw.go.jp/）

→ 政策について

→ 分野別の政策一覧

→ 雇用・労働

→ 労働基準

→ 施策情報

→ 安全・衛生

→ 施策紹介

→ メンタルヘルス対策等について

（ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等）

【参考】山口県における養介護施設従業者等による高齢者虐待の状況

※山口県における状況等については、山口県ホームページ等もご参照ください。

①山口県ホームページ トップページ（https://www.pref.yamaguchi.lg.jp）

→ 組織で探す

→ 長寿社会課

→ 「高齢者虐待防止・養護者支援に向けて」で検索

②山口県介護保険情報総合ガイド（かいごへるぷやまぐち） トップページ

（https://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/）

H18 R1 R2 R3 R4 R5

相談・通報件数 0件 18 件 15 件 19 件 23 件 34 件

虐待判断事例数 0件 0件 2件 3件 11 件 10 件
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⑨ 入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽

減に資する方策を検討するための委員会の設置の義務付けについ

て

令和６年度の制度改正により、「入所者の安全並びに介護サービスの質の確保

及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会」の設置が義務付け

されました。なお、令和９年３月３１日までは経過措置期間ではありますが、令

和９年４月１日からは義務となりますので、経過措置期間中に整備するように

お願いします。

具体的な取扱いは以下を参考にしてください。

※関連する加算等（生産性向上推進体制加算など）において、委員会の開催頻

度や実施内容を別途規定している場合があるためご留意ください。

・介護保険最新情報 Vol.1236「生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方

並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」

・「「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」等における

生産性向上に先進的に取り組む特定施設等に係る人員配置基準の留意点につ

いて」の改正について」（令和６年３月 29 日）

構成員
・管理者やケア等を行う職種を含む幅広い職種での構成が望ましい（各事業所
の状況に応じて必要な構成員で構成する）
・生産性向上の取組に関する外部の専門家を活用することも差し支えない

開催頻度
・委員会の開催が形骸化しないよう留意し、各事業所の状況を踏まえて、適切に
定期的に開催すること
・テレビ電話装置等を活用して行うことができる
（個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報
の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全
管理に関するガイドライン」等を遵守すること）
・他に開催する会議（事故発生の防止のための委員会等）と一体的に設置・運
営することも差し支えない
・事業所毎の実施ではあるが、他のサービス事業者との連携等により行うこと
も差し支えない

委員会の名称

法令では「利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に
資する方策を検討するための委員会」と規定しているが、利用者の安全並びに
介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策が適切に検討される
限りにおいては、法令とは異なる委員会の名称を用いても差し支えない

その他
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・介護保険最新情報 Vol.1315「生産性向上推進体制加算を算定する事業所にお

ける生産性向上の取組に関する実績データの厚生労働省への報告について」

（令和６年９月 30 日）

（参考資料）

●厚生労働省ホームページ「介護分野の生産性向上 ～お知らせ～」

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei-information.html

・「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」

・「利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための利用者のポイント・事例集」（令和５年度厚生労働省）

●厚生労働省「介護分野における生産性向上ポータルサイト」

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html
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⑩ これまでの質問から

答１ 個室を利用しながら施設サービス費の多床室単価を算定する場合は、以下の①か

ら③のみが定められています。

① 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師が判断した者であっ

て、従来型個室への入所期間が 30日以内であるもの

② 別に厚生労働大臣が定める基準（療養室の面積が 6.4 ㎡以下）に適合する従来

型個室に入所する者

③ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況に重大な影響を及ぼ

すおそれがあるとして、従来型個室への入所が必要であると医師が判断した者

従って、本件の場合において個室を利用した場合、施設サービス費及び居住費は個室

単価を算定することになりますので、丁寧な説明をお願いします。

答２ 安全対策体制加算については、算定要件を満たした後に新規で受け入れた入所者

に対して算定可能であることから、併設の医療機関から新規で入所した入所者に対し

ても算定可能です。その場合、便宜上、当該加算の算定日は基本報酬算定初日（入所

翌日）になると考えます。

答３ 併設医療機関と介護医療院は別施設となりますので、初期加算は介護医療院に入

所した日から３０日以内の期間について算定されます。

ただし、併設医療機関から介護医療院に入所した日は、介護医療院サービス費は算定

できませんので、初期加算も算定できないことにご留意ください。

問３ 併設医療機関の医療病床から、介護医療院へ入所した場合、初期加算は算定でき

るのか。

問１ 個室しか空きがなく個室を希望しない利用者に個室に入っていただく場合、施設サ

ービス費や居住費の算定はどのようにしたらよいか。

問２ 併設の医療機関から入所した場合、安全対策体制加算の算定は可能か。算定可能な

場合、併設施設では介護保険での算定が翌日からになるため、入所初日ではなく、入所

翌日に算定を行ってもよいか。
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答４ 入所者が食事の際に使用するエプロンが、日常生活において通常必要となるもの

であるという前提において、入所者又はその家族の希望あるいは選択に基づいて使い

捨てのビニールエプロンを使用する場合には、その費用を実費相当の範囲内で請求可

能です。ただし、その費用を請求する場合は、その内容について運営規程及び重要事

項説明書に登載し、事前に十分な説明を行い、入所者又はその家族の同意を得なけれ

ばなりません。

一方、ご質問については、感染対策の一環として入所者に一律、ビニールエプロン

の使用を求めることを検討していると見受けられます。その場合、入所者又はその家

族の自由な選択に基づいているものではなく、施設の感染対策により入所者に一律ビ

ニールエプロンの使用を強いる状況となります。

したがって、感染対策は当然に施設の責務として行うべきものであるため、その感

染対策に係る費用を利用者に請求することはできないと考えます。

※参考通知：「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成 12年 3

月 30 日老企第 54 号）」

答５ 専門的な診療が必要になった入所者に、所定単位数に代えて他科受診時費用を算

定した日については、当該入所者への栄養管理基準減算は適用されません。

【厚生労働省確認】

答６ 新型コロナウイルス感染症患者に対する抗ウイルス剤については、現状において

は医療保険による薬剤料の算定が可能です。なお、この取扱いについては、「令和６年

問５ 栄養管理基準減算を算定することになったが、他科受診費用を算定した日は、栄養

管理基準減算を算定する必要があるか。

問４ 食事の際に使用するエプロンについて、今後、感染対策の一環として、使い捨ての

ビニールエプロンを介護医療院が準備することにしたいが、その際の使い捨てのビ

ニールエプロンについて、介護保険給付外のサービスとして入所者に実費請求する

ことは可能か。

問６ 新型コロナウイルス感染症が発生した場合に処方される抗ウイルス剤について、他

科受診時費用を算定しない日の場合においても、医療保険の「投薬」の請求はできるか。
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度診療報酬改定による恒常的な感染症対応への見直しを踏まえた新型コロナウイルス

感染症に係る診療報酬上の取扱い等について」（令和６年３月５日付厚生労働省保険局

医療課事務連絡）により【当面の間継続する取扱い】ではありますが、現状においては

終了してない取扱いとなります。


